
	 私は、2019年に当社の企業経営のチェック機能を担う役割である独立社外取締役に就任して以来、経営戦

略論、技術経営論を専門分野とする大学教員として心がけていることがあります。それは、当社の経営状況や

経営課題を経営理論という枠組みから捉え直したり、同様の事例との比較検討を行ったりし、そのことによって

生じる疑問や意見を取締役会などで率直に投げかけるということです。理論の枠組みから複雑そうな現実を見

るとどのようなことが言えそうか、同様の経営課題に対して他の産業、企業ではどのようなことを行ったのかなど、

別の視角を提供するという役割を自分なりに模索しています。

	 また、日々変化し続け、将来への不透明さも増している現在の外部環境の中で、当社に限らず多くの企業が、

難しい経営の舵取りを迫られています。そして、取締役会で議論する経営課題には、将来の収益構造や企業成

長に少なからぬ影響を与えるものもあります。そうした経営課題を詳細に検討し、公正に判断することは当然の

ことですが、意思決定によって生じうる波及効果や、当社グループの将来に向けた価値創造のあり方についても、

思慮するようにしています。

　ひとつの意思決定によって、当然のことながら、様 な々ステークホルダーに何らかの影響を与えることとなります。	

企業の社会的責任の観点からも、そうしたステークホルダーに与える波及効果とその対応への考察は不可欠

であり、従業員を含むステークホルダーの皆さまとともに発展できる企業であるよう、また、当社グループで働く

従業員が充分に能力を発揮し、より働きがいのある企業になるよう、そのための施策や取り組みを一緒に考えて

いきます。

	 そして、当社グループの将来に向けた価値創造も、企業価値向上のためには重要な課題です。当社は6つの

中核事業会社を持ち、その範囲は機械から素材まで幅広い範囲に及び、これらの事業に共通するのは「社会	

インフラの形成や維持、発展への貢献」です。祖業である銅鉱山事業が、近代日本の基盤形成と産業発展に多大

なる貢献をしたように、現在の当社グループ各事業も、日本、そして世界各地の社会インフラを様々な場面で支

えています。この当社の存在意義とも言える根幹を忘れず、そのうえで新たな価値を継続的に創造できるような	

組織となることを志向しながら、個々の課題に取り組んでいきたいと考えています。一方、当社グループ各事業に	

おいて、これからの社会インフラにどのような貢献ができるのか、若手も含めて積極的に考え提案してほしいと

考えており、そのために必要となる技術の開発や、製品・サービスの開発を一層進めてもらいたいと期待して	

います。

	 当社グループが社会に貢献し続けられる企業グループであるよう、今後とも尽力する所存です。
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